
月次レポート 作成基準日：2026年1月30日

ＨＳＢＣ インド・インフラ株式オープン（毎月決算・予想分配金提示型）
追加型投信／海外／株式

*当資料のデータおよびコメントにつきましては、特に記載がない限り作成基準日時点のものとなります。

基準価額と純資産総額の推移

(円) (億円)

*

商品概要 (当資料発行日現在） 期間別騰落率 (税引前) 

商品分類 追加型投信／海外／株式 1ヶ月 -4.7%

設定日 2025年9月18日 3ヶ月 -6.8%

信託期間 無期限 6ヶ月      -

決算日 原則、毎月17日 1年      -

信託報酬 税込年2.09%以内 3年      -

設定来 -0.6%

基準価額等 *

1万口当たり基準価額 (円) 9,939

設定来高値（2025年11月21日） 10,815

設定来安値（2026年1月28日） 9,591 信託財産の構成
純資産総額 (億円) 1.4

* 基準価額は信託報酬控除後のものです。

税引前分配金の推移（１万口当たり）

決算期 分配金（円）

第1期（25年12月17日） 0

第2期（26年1月19日） 0

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- - * 

- -

設定来累計 0

*

設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

基準価額は信託報酬（後掲の「当ファンドの費用」をご参照ください）控除後のものです。分配金再投資基準価額は税引前分配金を再投
資したものです。将来の分配金は、運用状況によって変化します。

基準価額の騰落率は税引前分配金を再投資したもの
として計算しています。

マザーファンドの組入比率です。その他市場には各銘柄の
ADR、GDR、オプション証券等を含みます。表示単位未満を四捨
五入しているため、合計が100％にならない場合があります。

将来の分配金は運用状況によって変化します。分配対象額
が少額の場合等には、分配を行わないことがあります。

当資料のお取扱いにつきましては、後掲の「留意点」をご参
照ください。また、投資信託のお申込みに際しては、「投資信
託説明書（交付目論見書）」を必ずご覧ください。
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月次レポート 作成基準日：2026年1月30日

追加型投信／海外／株式

業種別、通貨別組入比率 

業種別 通貨別

*

＜ご参考＞ SENSEX指数の推移 (過去3年)

月間騰落率 : -2.5%
(ポイント)

* 指数の月間騰落率は、原則として、基準日の前営業日の数値をもとに算出しています。

出所 : LSEG

＜ご参考＞ 為替レート(インドルピー／円）の推移 (過去3年)

月間騰落率 : -4.0%
(円)

* 為替レートの月間騰落率は、原則として、基準日の数値をもとに算出しています。

出所 : 投資信託協会

設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

マザーファンドの組入比率です。通貨別はキャッシュ等を除いた組入比率です。表示単位未満を四捨五入しているため、合計が100％に
ならない場合があります。

当資料のお取扱いにつきましては、後掲の「留意点」をご参照ください。また、投資信託のお申込みに際しては、「投資信託説明書（交付目論
見書）」を必ずご覧ください。

ＨＳＢＣ インド・インフラ株式オープン（毎月決算・予想分配金提示型）
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月次レポート 作成基準日：2026年1月30日

追加型投信／海外／株式

組入上位銘柄と組入比率 

銘柄名

業種 比率

組入銘柄数

* マザーファンドの組入比率です。組入比率には、各銘柄のADR、GDR、オプション証券等を含みます。

*

設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

55

10

アポロ・ホスピタルズ・エンタープライズ
インドで病院を所有、経営する。また国内各地に 120 以上の薬局を所
有し、24 時間体制の薬局サービスを行う。

ヘルスケア機器・サービス 3.0%

9

デリーバリー
eコマース企業向けに物流ソリューションを提供。ベンダーから顧客へ
の配送、代金回収・処理なども手がける。

運輸 3.0%

8

パワー・ファイナンス・コーポレーション
インドの電力業界を支える政府系金融機関にて、主に債券発行で調達
した資金を官民の電力プロジェクトに貸出。

金融サービス 3.1%

3.7%

ＨＳＢＣ インド・インフラ株式オープン（毎月決算・予想分配金提示型）

順位 銘柄の概要

1

ラーセン・アンド・トゥブロ
インドのみならず世界各地のインフラや石油開発事業などのプロジェク
トを請負う建設エンジニアリング大手。

資本財 9.6%

5.9%

当資料のお取扱いにつきましては、後掲の「留意点」をご参照ください。また、投資信託のお申込みに際しては、「投資信託説明書（交付目論
見書）」を必ずご覧ください。

7

インド国営火力発電公社

5

バーラト･エレクトロニクス
インドに拠点を置き、防衛通信製品、陸上レーダー、民生用レーダーな
どを製造。

資本財 4.2%

6

ウルトラ・テック・セメント
インドの大手財閥系アディティヤ・ビルラ・グループに属する大手セメン
ト会社。

素材 4.1%

インド各州に電力を供給する国営電力会社。電力施設建設プロジェク
トのコンサルティングも手がける。

公益事業

銘柄名は、報道等の表記を参考にＨＳＢＣアセットマネジメントが翻訳しており、発行体の公式名称やその和文訳と異なる場合がありま
す。

2

4

DLF

住宅、商業および小売業向け不動産開発を手がける不動産会社。

不動産管理・開発 4.3%

リライアンス・インダストリーズ
石油の開発・生産・精製、石油化学から小売り、携帯電話事業も展開
する大手財閥リライアンスの中核企業。

エネルギー 8.6%

3

バルティ・エアテル

アジアおよびアフリカで事業を展開する電気通信事業者。

電気通信サービス
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月次レポート 作成基準日：2026年1月30日

追加型投信／海外／株式

原則として、指数の月間騰落率は基準日の前営業日の数値を、為替レートの月間騰落率は基準日の数値をもとに算出しています。

※ 将来の市場環境の変動等により、当該運用方針が変更される場合があります。

設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

ＨＳＢＣ インド・インフラ株式オープン（毎月決算・予想分配金提示型）

当資料のお取扱いにつきましては、後掲の「留意点」をご参照ください。また、投資信託のお申込みに際しては、「投資信託説明書（交付目
論見書）」を必ずご覧ください。

【市場動向】

当月のインド株式市場は、SENSEX指数が前月末比-2.5％でした。米印貿易協定を巡る交渉の難航や、海

外投資家による資金流出などが下落要因となりました。為替市場では、インドルピーは前月末比で対米ドル、

対円ともに下落しました。

経済指標では、HSBCインド製造業購買担当者指数（PMI）が2025年12月は55.0と好不況の分岐点である50

を引き続き上回りました。12月の鉱工業生産は前年同月比+7.8％と堅調に推移しました。インフレ率は、12

月の消費者物価指数（CPI）上昇率が前年同月比+1.3％と前月の+0.7％から若干上昇しました。

【運用状況】

当月末の当ファンドの基準価額は前月末比4.7％下落しました。株式および為替要因がともにマイナス寄与

となりました。上位組入れの個別銘柄では、エネルギーのリライアンス・インダストリーズ、不動産管理・開発

のDLFなどの株価が下落しマイナス寄与となりました。

【今後の見通しおよび投資戦略】

本年1月下旬において欧州連合（EU）とインドの自由貿易協定（FTA）交渉が妥結に至ったうえ、2月初旬にお

いては難航していた米印貿易協定が合意に達しました。インドが米国およびEUと貿易関係を深化させたこと

に伴い、米欧向けの輸出拡大や、米欧からの直接投資やインド企業に対するアウトソーシング業務の増加

が期待されます。こうしたなか、インドの製造業振興を通じて「メイク・イン・インディア」がさらに強化され、長

期的に経済成長が加速するとともに、株式市場にも好影響を与えると考えます。また、インドにおける貿易

の自由化は海外投資家からの信頼感を高めるものと見られ、今回のインドと米欧との貿易面における進展

は、軟調であったインドルピーにとり好材料になると思われます。

長期的な観点では、インド株式に対して強気な見方に変わりはありません。インドの成長ストーリーの4つの

柱（①消費、②製造業、③インフラ、④貯蓄から投資への動き）は不変であり、これらがインドの経済ひいて

は株式市場を後押しすると考えます。

政府はインフラ整備を国内経済発展の主軸の一つとして引き続き捉えていくものと考えられます。こうしたな

か、マザーファンドの投資対象である資本財、素材、公益事業、エネルギーなどのインフラ関連銘柄は、政

府の推進するインフラ整備から恩恵を受けることが見込まれます。
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月次レポート

追加型投信／海外／株式

注)P.5～8の内容は、当資料発行日時点で最新の目論見書を基準としております。
設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

ＨＳＢＣ インド・インフラ株式オープン（毎月決算・予想分配金提示型）

当資料のお取扱いにつきましては、後掲の「留意点」をご参照ください。また、投資信託のお申込みに際しては、「投資信託説明書（交付目
論見書）」を必ずご覧ください。
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月次レポート

追加型投信／海外／株式

設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

ＨＳＢＣ インド・インフラ株式オープン（毎月決算・予想分配金提示型）

当資料のお取扱いにつきましては、後掲の「留意点」をご参照ください。また、投資信託のお申込みに際しては、「投資信託説明書（交付目
論見書）」を必ずご覧ください。

＜収益分配金に関する留意事項＞

分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、そ
の金額相当分、基準価額は下がります。

分配金

投資信託の
純資産

投資信託で分配金が
支払われ るイメージ

分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支

払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。

また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合

前期決算日から基準価額が上昇した場合 前期決算日から基準価額が下落した場合

(注) 分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の評価益を含む売買益ならびに③分配準備積立金および④収益調整金
です。分配金は、分配方針に基づき、分配対象額から支払われます。

※ 上記はイメージ図であり、実際の分配金額や基準価額を示唆するものではありませんのでご留意ください。

10,550円

前期決算日

*分配対象額
500円

期中収益
(①+②)

50円

当期決算日
(分配前)

*50円を
取崩し

分配金
100円

当期決算日
(分配後)

*分配対象額
450円

*50円
*500円
(③+④)

10,500円

10,450円

*450円
(③+④)

当期決算日
(分配前)

*80円を
取崩し

当期決算日
(分配後)

*分配対象額
420円

*500円
(③+④)

10,500円

*80円

10,400円
配当等収益
①20円

分配金
100円

*420円
(③+④)

10,300円

前期決算日

*分配対象額
500円

投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当

する場合があります。

ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合 分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合

※元本払戻金（特別分配金）
は実質的に元本の一部払
戻しとみなされ、その金額だ
け個別元本が減少します。
また、元本払戻金（特別分
配金）部分は、非課税扱い
となります。

投資者の
購入価額

(当初個別元本)

分配金
支払後

基準価額

個別元本

普通分配金

元本払戻金
(特別分配金)

分配金
支払後

基準価額

個別元本

元本払戻金
(特別分配金)

投資者の
購入価額

(当初個別元本)

(注)普通分配金に対する課税については、投資信託説明書（交付目論見書）をご参照ください。

普通分配金 ： 当初個別元本（投資者のファンドの購入価額）を上回る部分からの分配金です。

元本払戻金 ：
(特別分配金) 

当初個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の投資者の個別元本は、元本払戻金(特別分配金)の額だけ減少します。
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月次レポート

追加型投信／海外／株式

当ファンドの主なリスク

設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

ＨＳＢＣ インド・インフラ株式オープン（毎月決算・予想分配金提示型）
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月次レポート

追加型投信／海外／株式

お申込みに関する要項

ＨＳＢＣ インド・インフラ株式オープン（毎月決算・予想分配金提示型）

設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社  金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第308号
加入協会／一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、日本証券業協会

当ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

商品内容の説明ならびに購入手続き等にかかる費用
購入時にご負担いただきます。購入金額に、3.85％（税抜3.50％）を
上限として、販売会社が個別に定める率を乗じて得た額とします。

購 入 時 手 数 料

換金される投資者に換金で生じるコストを一部負担
していただくものです。

換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.50％の率を乗じて得
た額（換金時）

信 託 財 産 留 保 額

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

ファンドの日々の純資産総額に信託報酬率を乗じて
得た額とします。ファンドの信託報酬は、日々計上さ
れ、ファンドの基準価額に反映されます。なお、毎計
算期末または信託終了のとき、ファンドから支払われま
す。

年2.09％（税抜年1.90％） 以内
運用管理費用は、以下の信託報酬率により計算されます。

運 用 管 理 費 用
（ 信 託 報 酬 ）

50億円超の部分
25億円超
50億円以下の部分

25億円以下の部分純 資 産 総 額 の う ち 、

年2.09％年1.87％年1.76％税込信託報
酬率 年1.90％年1.70％年1.60％税抜

ファンドの運用等の対価（運用委託先への報酬が含
まれます。）

年1.13％年0.93％年0.83％（委託会社）
内
訳
（税
抜
）

分配金・換金代金の支払い、運用報告書等の送付、
口座内でのファンドの管理等の対価

年0.70％年0.70％年0.70％（販売会社）

運用財産の管理、委託会社からの運用指図の実行
等の対価

年0.07％年0.07％年0.07％（受託会社）

ファンドの保有期間中、その都度ファンドから支払われます。

そ の 他 費 用 ・ 手 数 料

有価証券売買委託手数料／保管銀行等に支払う外貨建資産の保管費用／信託財産に関する租税、信託事務処理
に要する費用等

・

振替制度にかかる費用／印刷業者等に支払う法定書類の作成、印刷、交付および届出にかかる費用／監査法人等に
支払う監査報酬等（純資産総額に対し上限年0.20％（税込）として日々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。な
お、毎年6月および12月に到来する毎計算期末または信託終了のとき、ファンドから支払われます。）

・

※その他費用・手数料は、運用状況等により変動するため、事前に料率等を記載することができません。

※ファンドの費用の総額については、投資者のファンドの保有期間に応じて異なるため、表記できません。

お申込みメモ

販売会社が個別に定める単位とします。購 入 単 位

購入申込受付日の翌営業日の基準価額購 入 価 額

販売会社が個別に定める単位とします。換 金 単 位

換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額換 金 価 額

原則として換金申込受付日から起算して７営業日目以降に販売会社でお支払いします。換 金 代 金

信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口換金には制限を設ける場合があります。換 金 制 限

日本国内の営業日であっても、インドの証券取引所（ボンベイ証券取引所、ナショナル証券取引所）、香港の証券取引所の休
場日のいずれかに該当する場合には、購入および換金の申込受付は行いません。

申 込 受 付 不 可 日

取引所における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、委託会社は購入・換金の申込受付
の中止および取消しを行う場合があります。

購入・換金の申込受付の
中 止 お よ び 取 消 し

無期限（信託設定日：2025年9月18日）信 託 期 間

ファンドの残存口数が10億口を下回った場合等には、信託を終了させる場合があります。繰 上 償 還

毎月17日（休業日の場合は翌営業日） ※初回決算日は2025年12月17日決 算 日

年12回の決算時に収益分配方針に基づき分配します。ただし、分配対象額が少額の場合等には分配を行わないことがありま
す。分配金の受取方法により、分配金を受取る「一般コース」と分配金を再投資する「自動けいぞく投資コース」の2つのコースが
あります。

収 益 分 配

課税上は、株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。
当ファンドは、NISAの対象ではありません。
益金不算入制度、配当控除の適用はありません。

課 税 関 係

販売会社によっては、「ＨＳＢＣ インド・インフラ株式オープン」との間でスイッチングが可能な場合があります。スイッチングに関する
詳細は、販売会社にご確認ください。
基準価額（1万口当たり）は、翌日の日本経済新聞朝刊に「印度イン毎月」の略称で掲載されます。

そ の 他
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お申込み・投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は
（商号・金融商品取引業者の登録番号・加入協会の順に表示、証券・銀行・保険毎　五十音順、2026年2月17日現在）

金
融
商
品
取
引
業
者

登
録
金
融
機
関

あかつき証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第67号 ○ ○ ○

○ 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○

香川証券株式会社 ○ 四国財務局長(金商)第3号 ○

山形證券株式会社 ○ 東北財務局長(金商)第3号 ○

楽天証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○

○ 関東財務局長(登金)第43号 ○ ○

○ 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

ＨＳＢＣ インド・インフラ株式オープン（毎月決算・予想分配金提示型）

金融商品取引業者名 登録番号

日
本
証
券
業
協
会

一
般
社
団
法
人
日
本

投
資
顧
問
業
協
会

一
般
社
団
法
人
金
融

先
物
取
引
業
協
会

一
般
社
団
法
人
第
二
種

金
融
商
品
取
引
業
協
会

株式会社ＳＢＩ新生銀行 (委託金融商品取引業者 株式
会社SBI証券)

株式会社ＳＢＩ証券

株式会社足利銀行
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